
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　特別な支援や配慮を必要とする児童・生徒の増加に対応し、各学校に必要数が配属できるように、必要な予算を確保す
る。

　各校からの要望に基づいて精査した人数の特別支援教育支
援員が適切に配属できるよう、必要な予算を確保すること。

・特別な支援や配慮を必要とする児童・生徒の安全を確保す
　るとともに、一人一人の教育的ニーズに応じ適切な指導や
　支援を行うことを目的として、当該児童・生徒が在籍する
　学校に特別支援教育支援員を配置する。

　各学校からの要望を基に、特別支援教育支援員の必要人数
を精査し、各校の需要に応えることができた。このことによ
り、児童・生徒個々のニーズに応じた適切な指導・支援がで
きた。

・教育支援委員会の判定を受け、小中学校及び義務教育学校
　で特別な支援を要する児童・生徒は増加している。H29年
　度の616名に対し、H30年度は675名に増加するため８名の
　支援員を増員する。

・市内の小中学校・義務教育学校38校に計111名を配属
　年度中も随時各校からの要望を受けて訪問等による需要把
　握を実施
　年度末時点においては、39校に計123名を配属した。H31年
　度当初の配属に際しては、39校に計130名を配属した。

継続

特別支援教育支援員配置事業

職員のみ

01-100102-21 特別支援教育支援員配置に要する経費

        58.0

         0.0

        61.0

         0.0

        63.0

         0.0

       106.0

         0.0

       123.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市教育振興基本計画

　共生社会の形成に向けて、障害のある児童・生徒と障害の
ない児童・生徒がともに学び合える環境を整え、障害のある
児童・生徒の自立や社会参加をめざして一人一人の教育的ニ
ーズに応じた適切な指導と必要な支援ができるようにする。

特別支援教育支援員の配置数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        58.0

         0.0

        61.0

         0.0

        63.0

         0.0

       103.0

         0.0

       114.0

         0.0

       103.0

         0.0

       105.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 4 教育現場の支援体制整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

815

活動指標

33

Ⅱ 2 (4) 教育現場の支援体制整備

教育局特別支援教育推進室

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

※臨時職員の賃金に要する経費は、総務部人事課にて一括計上され、
各担当課等に令達される。

      75,635        6,477

拡充

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.20          0.90

        70.00         50.00

有 有

       8,706        6,477

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

　市内の公立小中学校・義務教育学校の特別支援学級に在籍する児童・生徒数が毎年60名程度増加
しており、H30年度の就学相談及び教育相談の実績からもH31年度の在籍者数は、同程度の増加が見
込まれるため。

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      66,929            0            0            0

      66,929            0            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　特別な支援や配慮を必要とする幼児の増加に対応し、各園に必要数が配属できるよう、必要な予算を確保する。

　各園からの要望に基づいて精査した人数の障害児介助員が
適切に配属できるよう、必要な予算を確保すること。

・特別な支援や配慮を必要とする幼児の安全を確保するとと
　もに、一人一人の教育的ニーズに応じ適切な指導や支援を
　行うことを目的として、当該幼児が在籍する幼稚園に障害
　児介助0員を配置する。

　H30年度末までに全16園に計41名の障害児介助員を配置で
きた。このことにより、幼児個々のニーズに応じた適切な支
援を行うことができた。

・特別な支援を要する幼児の在籍する幼稚園の実態調査を行
　い、必要数を精査し障害児介助員を配置する。

・当初は全16園に計38名を配属したが、随時各園からの聞き
　取りや推進室職員の幼稚園訪問等による需要把握を行い、
　障害児介助員を必要とする園に追加配属を行った。
　（H30年度末：全16園に計41名配属）
・各園からの聞取り等により園児の卒入園に伴う需要の変動
　を把握するとともに、安定した配属者数確保のために、従
　来幼稚園教諭免許状所持者に限定していた応募要件を変更
　し、非所持者も選考の対象とした。

継続

障害児介助員配置事業

職員のみ

01-100102-21 特別支援教育支援員配置に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市教育振興基本計画

　共生社会の形成に向けて、障害のある幼児と障害のない幼
児がともに学び合える環境を整え、障害のある幼児の自立や
社会参加をめざして一人一人の教育的ニーズに応じた適切な
指導と必要な支援ができるようにする。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

816

Ⅱ 2 (4) 教育現場の支援体制整備

教育局特別支援教育推進室



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

※臨時職員の賃金に要する経費は、総務部人事課にて一括計上され、
　各担当課等に令達される。

      53,927        2,143

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.40          0.30

        10.00         10.00

有 有

       2,869        2,143

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      51,058            0            0            0

      51,058            0            0            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　各校における特別支援教育の推進を図るため、管理職や通常の学級担任に対する研修会の実施を検討する。
　また、市内公立幼稚園に勤務し、特別な支援や配慮を必要とする幼児の安全確保等の業務を行う障害児介助員に対する
研修の実施も検討していく。

　各校において特別支援教育を推進するためには、特別支援
教育コーディネーターや特別支援学級担任だけではなく、管
理職及び通常の学級担任に対する研修も必要であるため、今
後は、これらの教員についても研修対象に加えることを検討
していく。

・特別支援教育コーディネーター・特別支援学級担任教諭及
　び特別支援教育支援員等を対象に、研修会を実施する。

　各受講対象者の経験年数やニーズを踏まえ、各研修の中に
実践的な演習を組み入れるなど、受講後すぐに指導に活かせ
る内容で実施した。その結果、実際の授業や指導場面におい
ても研修内容が活かされ、授業の質の向上が図られた。

・特別支援学級担任対象研修
　初任者・２年目、２年以上経験者に分けて実施、発達検査
　研修（学校代表）
・特別支援教育支援員対象研修
　新任・２年目、２年以上経験者に分けて実施、全員(１回)
・特別支援教育コーディネーター対象研修
　連絡協議会の定期実施

・特別支援教育コーディネーター及び特別支援学級担任研修
　３回（発達検査の解釈方法、教員による実践発表会等）
・特別支援教育支援員研修
　３回以上（当室主催研修会２回、校内研修等１回以上）
・特別支援教育コーディネーター連絡協議会
　年間５回（１月を除く奇数月に開催）

継続

特別支援教育教職員研修会事業

職員のみ

01-100102-21 特別支援教育支援員配置に要する経費

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市教育振興基本計画

　教職員の発達障害に関する理解促進を図るとともに、特別
支援学級等の指導に必要な指導方法について実践的な研修を
行い、授業の質の向上を図る。

研修会の実施回数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

         3.0

         0.0

任意的事務

Ⅰ 2 4 教育現場の支援体制整備

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

817

活動指標

教育局特別支援教育推進室

回



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・特別支援教育研修関係講師謝礼に要する経費
　発達検査解釈法等研修　12,000円×４回分＝48,000円
　学習障害支援関係研修　12,000円×４回分＝48,000円
　ユニバーサルデザイン関係研修　12,000円×４回分＝48,000円
・特別支援教育支援員の研修参加に要する経費
　普通旅費　500円×参加見込者延べ399人＝199,500円

　計343,500円

         869        1,617

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.10          0.20

        10.00         10.00

無 無

         737        1,437

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         132          180          344            0

         132          180          344            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　審議件数が毎年増加する中で、円滑な審議・判定が行えるよう教育支援委員会の実施回数及び時期を検討していく。

　教育支援委員会における審議件数が毎年増加傾向にあり、
実施回数及び時期について検討していく必要がある。

・つくば市教育支援委員会を定期的に開催し、特別な支援や
　配慮を必要とする幼児及び児童・生徒に関する適切な就学
　先や教育措置の内容等について、各分野の専門家による審
　議・判定を行う。

　当初計画どおりに教育支援委員会を開催し、対象児の適切
な就学につなげることができた。

・教育支援委員会委員15名のうち退任する委員の後任を任命
　する。
・教育支援委員会を年間10回程度開催し、幼児及び児童生徒
　の就学先の審議及び適切な判定を行う。

・H30年７月に退任した３名の教育支援委員会委員の後任を
　任命した。
・H30年度は、計９回の教育支援委員会を開催した。

継続

教育支援委員会運営事業

職員のみ

01-100103-11 特別支援教育に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

学校教育法
つくば市教育支援委員会条例

　特別な支援や配慮を必要とする幼児及び児童・生徒個々の
力が最大限に伸ばせるよう、対象児の実態を的確に把握する
とともに、つくば市教育支援委員会における審議・判定を通
じて、個に応じた適切な教育措置の内容等を決定するもの。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

948

教育局特別支援教育推進室



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・教育支援委員会の運営に要する経費
　委員報酬8,000円×８名×11回分　704,000円
　費用弁償2,000円×14名×11回分　308,000円
　飲み物代　清涼飲料水７ケース　16,100円
　計1,028,100円

       4,261        8,496

維持

4

4

3

-

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         0.50          1.10

        60.00         50.00

無 無

       3,706        7,888

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

         555          608        1,029            0

         555          608        1,029            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　H31年度も特別支援教育を推進するため、引き続き増大・多様化する相談のニーズに対応していくとともに、技術的な
指導助言を行うための専門職の配置要望や業務内容の見直し等を随時検討していく。

　特別支援教育推進室の中核的業務のひとつであるが、特別
な支援や配慮を必要とする幼児及び児童・生徒の増加に伴い
、就学・教育相談の件数や、各園・校からの技術的な指導助
言等の依頼件数が増加している。

・嘱託員（特別支援教育指導員）を中心に、未就学児を対象
　とした就学相談、在学児を対象とした教育相談を通じて特
　別な支援や配慮を必要とする幼児及び児童・生徒の実態を
　把握するとともに、各幼稚園・学校への巡回訪問を実施
　し、必要に応じて随時各園・校に対する指導助言を行う。

　就学相談等を担当する嘱託員を３名増員するとともに、業
務内容の拡大を行ったことで、児童等の実態把握や学校等へ
の指導助言の充実を図ることができた。就学・教育相談や学
校等の訪問を通じて得た情報を教育支援委員会に提供し、適
切な審議が行われたことで、対象児の適切な就学につなげる
ことができた。

・H31年度の就学予定者に対して、実態調査を行うとともに
　相談を実施する。また、小中学校・義務教育学校及び関係
　機関を訪問し、就学後の児童・生徒への指導や支援が適切
　に行われるよう、実態把握を行うとともに教員等への指導
　助言を行う。

・保護者等の来所による就学・教育相談486回(前年度312回)
・幼稚園・学校等への調査・観察訪問530回(同405回)
・電話相談1,948回(同1,877回)
・各園・校におけるケース会議への参加や研修会講師派遣依
　頼等に随時対応

継続

特別支援教育相談事業

職員のみ

01-100103-11 特別支援教育に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

つくば市特別支援教育指導員設置規則

　特別な支援や配慮を必要とする幼児及び児童・生徒が、各
園・校において適切な指導・支援が受けられるよう、未就学
児及び在学児童・生徒の実態を十分に把握するとともに、各
園・校及び保護者に対して必要な支援を行う。

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

949

教育局特別支援教育推進室



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

・嘱託員（特別支援教育指導員）の委嘱に要する経費
　報酬176,700円×７名×12か月分＝14,842,800円
　費用弁償550円×７名×210日分＝808,500円
・特別支援教育相談事業に関する消耗品等の経費
　需用費（事務用消耗品、教材用消耗品等）176,000円

　計15,827,300円

      12,319       18,333

維持

5

4

2

2

十分に高く、今後も増加が見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.80          0.50

         0.00         20.00

無 無

       5,686        3,579

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       6,633       14,754       15,828            0

       6,633       14,754       15,828            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


